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地域共⽣型地熱利活⽤に向けた⽅策等検討事業

事業イメージ

委託事業

2050 年カーボンニュートラルの実現に向けて、再⽣可能エネルギーの最⼤限の導
入が求められる中で、安定的な再⽣可能エネルギーの導入に資する電源として地熱発
電の推進は⾮常に重要である。このため、環境省では「地熱開発加速化プラン」に基
づき、温泉モニタリングなどの科学データの収集・調査や円滑な地域調整を進めるこ
とを通じ、全国の地熱発電施設数の2030年までの倍増等を⽬指す⽬標を掲げている。

また、地熱利⽤のうち温泉を活⽤した熱供給や発電事業は、地域主体による地域の
⾃然や社会と共存しやすい⾃律分散型エネルギーとして有望であり、地域の脱炭素化
や経済活性化にも貢献する。

このため、本事業においては、温泉モニタリングによるデータの集約、適切な管
理・評価、公開の仕組みを構築して地熱開発に係る地域・温泉事業者の不安解消を図
るとともに、温泉熱ポテンシャルの把握を⾏う。また、地産地消型・地元裨益型の地
熱利活⽤のあり⽅の検討、周辺の⾃然環境及び景観への影響低減策の検討、地域共⽣
型資源探査（地熱資源の利⽤による環境影響の解析・⾒える化等）等を通じ、地域共
⽣型の地熱開発や温泉熱利活⽤を推進する。

• 温泉モニタリングによるデータの集約、適切な管理・評価、公開の仕組みを構築し、地熱開発に係る地域・温泉事業者の不安
解消を図るとともに、温泉熱ポテンシャルの把握を⾏う。

• 地産地消型・地元裨益型の地熱利活⽤のあり⽅の検討等を⾏う。
• これらの取組により、地域共⽣型の地熱開発や温泉熱利活⽤を推進し、2050年カーボンニュートラルを実現する。

2050年カーボンニュートラルの実現に向け、地域共⽣型の地熱開発や温泉熱利活⽤を推進します。

【令和４年度予算（案） 250百万円（新規）】

⺠間事業者・団体

令和４年度〜令和６年度

地球環境局地球温暖化対策事業室:0570-028-341 ⾃然環境局 ⾃然環境整備課 温泉地保護利⽤推進室:03-5521-8280
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⽅検討

⾃然環境、景観等へ
の影響低減策検討
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